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１．基本的考え方
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サステイナブルな資本主義の確立（「。新成長戦略」）
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経団連の気候変動対策に関する基本的考え方
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 気候変動対策をグリーン成長につなげていくため、①省エネ、②エネルギーの低・脱炭素
化を同時に進める必要。

 中期では既存の低炭素技術の向上・普及が重要（「経団連 カーボンニュートラル行動計画」等、

BAT・具体策の積み上げ）、長期では革新的技術の開発・普及（「経団連 チャレンジ・ゼロ」等、

イノベーションの創出）が不可欠。



２．経済界の主体的取組み

4



5

経団連の気候変動対策のこれまでの歩み
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 経団連は常に、国連・日本政府の方針決定に先んじて、主体的に行動

1991年4月 経団連「地球環境憲章」の発表

1992年6月 国連地球サミット（リオデジャネイロ）

1997年6月 経団連「環境自主行動計画」の発表

1997年12月 京都議定書の採択（ＣＯＰ３）

2013年1月 経団連「低炭素社会実行計画」策定・公表

2013年3月 当面の地球温暖化対策に関する方針（地球温暖化対策推進本部決定）

2015年4月 経団連「低炭素社会実行計画フェーズⅡ」策定・公表

2015年7月 日本の約束草案の策定・国連登録

2015年12月 パリ協定の採択（COP２１）

2016年11月 パリ協定の発効

2018年11月 経団連「グローバル・バリューチェーンを通じた削減貢献」コンセプトブック公表

2019年１月 経団連「2050年を展望した経済界の長期温暖化対策の取組み」公表

2019年６月 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（閣議決定）

2020年６月 経団連「チャレンジ・ゼロ」開始

2020年10月 菅総理大臣所信表明演説における「2050年カーボンニュートラル」宣言

2021年11月 経団連「カーボンニュートラル行動計画」策定
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経団連「カーボンニュートラル行動計画」の概要

 ビジョンの策定と四本柱の取組みにより、地球規模・長期の温暖化対策に貢献

国内事業活動からの排出削減
（いわゆるスコープ１、スコープ２）

第１
の柱

2020年目標
の設定

フェーズⅠ
2020年に向けた取組み

2030年目標
の設定

地
球
規
模
で
の
大
幅
な
温
室
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果
ガ
ス
削
減
へ

主体間連携の強化
（低炭素・省エネ製品やサービス等による貢献）

国際貢献の推進
（途上国を含む地球規模での製品・技術の展開・支援等）

2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けた革新的技術の開発
（含、トランジション技術）

フェーズⅡ
2030年に向けた取組み

第２
の柱

第３
の柱

第４
の柱

P D C A
（第三者評価委員会の検証）

2050年カーボンニュートラルに向けたビジョン
2050年
CN

62業種参加

（スコープ３）
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 全ての業種が策定済みあるいは策定について検討中・検討予定。策定済
みの23業種のCO2排出量は、参加業種全体のCO2排出量の９割。

 2050年CNの実現に最大限取り組む姿勢の表れ。

2050年CNに向けたビジョンの策定状況

業種数ベース 排出量ベース（万t-CO2）

※ 回答票準備中：３業種

※産業、業務、運輸部門は電力配分後のCO2排出量、
エネルギー転換部門は電力配分前のCO2排出量を使用

参加業種の策定状況
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 全部門のCO2排出総量は、2013年度から減少を続け、2019年度時点で
約11％削減。

 新型コロナウイルスの影響がなくとも、着実な成果をあげていた見込み。

第１の柱：国内事業活動における削減実績

＜2013～2020年度実績の推移＞

※海外への事業移管など、2013年度と2019年度・2020年度で集計範囲が異なる。

※参加62業種中56業種のCO2排出量（電力配分後）の速報値の総計。CO2排出量の算出に用いる発熱量・炭素排出係数はそれぞれ調査時点
で最新のものを使用。

約11.0％
の削減

約22.3％
の削減
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経団連「チャレンジ・ゼロ」の概要

 2020年６月、経団連は、政府と連携し、「チャレンジ・ゼロ」を開始。脱炭素社会の実現に向
けて企業等がチャレンジするイノベーションのアクションを、国内外に力強く発信・後押し。

 「チャレンジ・ゼロ」の推進により、各主体が脱炭素社会に向けたイノベーションを競い合う
「ゲームチェンジ」を起こすとともに、イノベーションにチャレンジする企業へのESG投資の
呼び込みや、イノベーション創出に向けた同業種・異業種・産学官の連携を図る。

 2021年12月1日時点で192社・団体が401のチャレンジを表明。

参加企業等は、以下のいずれかにチャレンジすることを宣言し、
具体的なアクションを発表：

脱炭素社会に向けた経済界のチャレンジを発信し、イノベーションを後押し

参加企業等の名称・ロゴ 具体的なアクション

総合的な絵姿

[A] ネット・ゼロエミッション技術（含、トランジション技術）のイノベーション

[B] ネット・ゼロエミッション技術の積極的な実装・普及

[C] 上記に取り組む企業への積極的な投融資

「ゼロエミ・チャレンジ」

• 脱炭素化社会の実現に向けたイノ
ベーションに挑戦する企業をリス
ト化し、投資家等に活用可能な情
報を提供するプロジェクト。
2020年10月に第一弾として約
300社、2021年10月に第二弾と
して約600社の企業リストを公表。

• 「革新的環境イノベーション戦
略」に紐付く経済産業省の事業等
が対象。企業名と各々が取り組ん
でいる技術テーマやプロジェクト
の名称等について記載。このうち、
「チャレンジ・ゼロ」に参加する
企業については、リスト上、その
旨を明示。

https://www.challenge-zero.jp/
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グリーン/脱炭素×地方創生

 2021年11月、経団連は、地方創生の実現に向けた取り組み方針とそれにもとづくさまざまな連
携パートナーとの実行内容をまとめた「地域協創アクションプログラム」と、会員企業・団体
の取り組み事例をまとめた「地域協創事例集」を公表。事例集により、具体的な連携やそのノ
ウハウの共有が進み、地域協創がさらに加速・拡大することを企図。

 グリーン・トランスフォーメーション（GX）に関する様々な取り組み事例も寄せられている。

地域協創アクションプログラム・概要 地域協創事例集
（GX関連事例より一部抜粋）

①再エネを活用したCO2フ
リー水素等地域エネルギー
サプライチェーンの実証
（北九州市等、IHI）

②太陽光、蓄電池等による次
世代型エネルギーの推進と
地域づくり（静岡市、
ENEOS)

③使用済みプラによる水素製
造実証事業（川崎市、昭和
電工）

④広島大学の脱炭素化等（東
広島市、住友商事）

⑤コミュニティ向け自律型直
流マイクログリッドの実証
実験（沖縄県恩納村、ソ
ニーグループ）

⑥柏の葉スマートシティにお
けるAEMSの運用等（柏
市、日立製作所）


